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Abstract
In this paper, I will investigate the various causes and effects of the X-inefficiency in the Governmen-
tal bureaucracy. The analytical tools that will be used are the theories of inert areas and effort positions.
I think they are powe:血1 analytical weapons to deal with the bureaucratic inefficiencies. Finally, it is
a key point to overcome the inert areas of the bureaucracy in the public sector for the sake of Japanese
economic reform and progress.
1…　はじめに
近年、政府組織が非効率であったことを示唆する事例には枚挙にいとまがないo　その中でも、厚
生労働省の所管する社会保険庁の保険業務に関わる非効率ぶりは目に余るものがあるO　また、地方
公共団体の中では夕張市が破綻した事例など、いずれも国民生活に密接な関連を持っていたことか
ら、なぜそのような破綻に至ったかについては多くの国民の重要関心事の一つになっていると思わ
れサ.'、
中央…地方を問わず、政府組織の典型は官僚制度であり、これまで長く公共サービスを供給する
組織として、また、官僚・公務員としてそれなりの信頼を勝ち得てきたことも事実であるo　しかし
ながら、近年に公共サービス供給における業務の破綻の状況を顕現せしめるに至った原因も、実は
長い間にわたる非効率的な行政活動の蓄積された結果であり、一朝一夕に生じたものではないと思
われる。官僚機構の行政サービス供給における経済成果は、民間部門における企業活動とは異なり、
利潤という効率性の測定指標が有効に機能せず、さらには公共財としての需要量や供給量の測定の
EEE難さを伴うことから、実際に支出された費用水準に対して効率的な費用水準として支出すべき費
用水準を提示できないことから、効率性に関する指標も間接的なものとならざるを得なかったo　そ
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れゆえ今Elでも重要な指標として省庁間比較や、自治体間比較による相対的効率性の議論が行われ
ることになっている(総務省自治財政局財務調査課(2007))サ.
また、公共部門の改革の有力な理論的根拠として、 NewPublic Management {新行政管理、
NPM)の手法も広く利用され、具体的政策手段としては市場原理の活用による多様な民営化手法
が導入されている(Walsh (1995)、植村利男著(2006));前述の官僚組織の破綻も長年のいい加
減な行財政運営による赤字財政のつけが回ってきたことと、公共部門の改革のための広範な民営化
手法の導入という対策がとられたため、非効率な官僚組織をこれまで通りには維持できなくなった
経済環境変化も大きく影響しているものと思われるo
本稿では、官僚機構がなぜ非効率に陥るのかの原因に関して、ライベンシュタイン(Leibenstein,
H…)の提示したⅩ効率論に基づいてその組織的均衡に関して分析を進める(Leibenstein (1966)、
Leibenstein (1969)),そのキーワードは慣性箭域である。その諸種の形態について対比することに
よって、官僚行動の目標の検討、官僚組織内の下位組織間の相互関係、そして、政府の慣性頚城に
よるⅩ非効率の諸原因の解明と対策の検討を行うことをEl的としているo　ここでⅩ非効率とは諸
投入量を所与としたときに極大産出量に対する現実の産出量の低い程度をいうO逆に極大産出量が
達成されている状況をⅩ効率と呼ぶ。特に公共部門及び官僚機構では妓争圧力が弱いか存在しな
いため、労働意欲の低下、管理者の志気の低下が生じやすい環境といわれ、 Ⅹ非効率の改善も大き
な課題となっている。
2.官僚機構の慣性頚城
(1)努カー効用関数の一般的特徴
まず、分析の前提として、個人の努力の投入量とそれによって獲得できる効用の大きさの関係を
示す努カー効用関数の一般的特徴について検討する。
通常の労働時間の投入の意味においては、労働の作業内容がデスクワークであるとか、そのス
ピードが一定であるとか、その集中の質の度合いがある一定の程度であるとか、時間の継続性はど
のようになっているのかとかのすべての内容が一定であると想定して、 1時間あたりの時給により
その出来高払いで労働の報酬を待ているのが一般的である。これに対して、努力の投入量というと
き、上記の諸要素を前接としつつも、それらが個人の意思決定によって変更しうる努力の属性の一
つである変数としてより詳細に議論されることを想定している。したがって、努力の投入量という
とき、時間以外の他の諸属性の水準を一定とした場合は、投入量の単位は時間で測定することが可
能となるD　これらの想定を背後に持ちつつ、典型的な出来高払賃金制度の場合の努力-効用関数を
図示するとすれば、ライベンシュタインが提示したように、図1のごとく表される(Blois
(1974))3'<
図1においては、努力を投入したときに得られる努力のみによって得られる効用関数は曲線ue
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図1出来高払貸金下での努力ー効用曲線
出所'Leibenstein, H., Rのvnd Economic Man, 1976, p.114.
で示される。努力投入自体が満足感をもたらすことが前提になるが、いずれは疲労し、苦痛が生じ
てくることを考えれば、曲線ueの形状も十分に根拠がありそうである。また、出来高払貸金のみ
によって得られる効用関数は曲線UYによって表されているが、努力投入の対価として獲得した所
得を消費財などの購入に充てるならば、消費の総効用は増加するが、限界効用は次第に逓減し、い
ずれは飽和点を迎え、それ以後はかえって総効用が減少するという通常の想定を考慮すれば、関数
UYの形状も十分にありそうに思われる。これらの二つの効用を加えた合計が曲線uEとなってお
り、努力によって獲得される努力効用と所得効用の合計ということになり、ほぼ図のような形状に
なることが推察されるD　ここでもし、現代の賃金制度において有力な固定給制度の形状を考えてみ
るならば、丁度各グラフの出発点が不明確になっているが、そこにおいて縦軸の切片の高さに対応
し、努力の水準には無関係に痩得される一定の所得効用水準として表されることになると思われるo
(2)安定的慣性鶴城
官僚接棒の組織的非効率性を分析するために有効であると思われる分析手法の一つに、ライベン
シュタインのⅩ効率論の中の慣性錦城(InertArea)の理論があるO　この理論によれば、組織が現
状維持的な経済活動状態の中に安住し、有益な経済的機会があったとしてもそれを実現することを
せず、また効率改善のために必要な改革も実行できない状態が継続する原因を、慣性領域の中に組
織の成月の努力水準がとどまってしまったためであると見ている。まずは、組織全体の慣性領域の
理論に関して検討し、次に組織の階層性に焦点を当てて、組織内の下位集団間の慣性領域の関係を
考察する(Blois (1974, p.681)),
まず、ある個人は頂上が比較的平らな努力丁効用関数を持つと想定するoすなわちはじめは努力
の増加による限界効用の増加が得られるが、それはいずれある頂点を迎え、それ以後はかえって限
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図2　安定的慣性韻域
努力
出所: Leibenstein (1969), p.609.
界効用が低減すると想定する。これは通常よく見られる現象である。頂点の手前の努力水準で一旦
落ち着いてしまうと、以後の最大の効用をもたらす経済機会が眼前にあっても、それを達成するた
めの新たな努力を決心し実行するための追加的な心理的効用コストを負担しなければならない。特
に同僚の反対やルーティンワークの壁を押し切って実行する必要がある場合はその効用コストは大
きく、新たな行動は起こされず現状維持に甘んずることになるo　この惰性の原因は慣性コストの大
きさにあるとみる。
すなわち、努カー効用関数UEは以下のように表すことができる。
U-U (E)、ただし、 U"(E) <0　　　(1)
新たな努力の投入で慣性額域を脱出するために負担が必要な効用費用をUc (慣性コストとも呼
ぶ)とし、図2ではLMの大きさが対応するo　また、努力の慣性領域は図1のXiX2の範囲が対応
するO
このとき、現行の努力水準が慣性頚城の内部にあり、かつXoとx2の範Bl以外の点であるときに、
皐大効用Mが達成できるXoに移動するための新たな行動を起こして得られる獲得効用△Uが、 LM
C-Uc)以下になるo　このときの慣性領域内からは全く変化が生じないことになるD　ライベンシュ
タインはこの慣性領域を全く動きのない安定的慣性領域(a Stable Inert Area with no movement at
4
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図3　内部的慣性領域
X,　　　X。　　　　Xs Xォ
*?M
出所: Blois, KJ.,(1974), p.682.
all)と呼ぶ(Leibenstein (1969, p.698))。すなわち、官僚組織においては先例に基づいて業務が
行われることが多く、そこからの逸脱を認めさせること、あるいはその変更のための説得に関わる
コストは極めて高いと推察される。それ故そこまでは努力をしないで現状を維持するお役所仕事的
な事なかれ主義が按麗することになる(Leibenstein (1974)),
(3)内部的慣性額域
ライベンシュタインとプロイス(Blois,K.J.)の間の慣性領域に関する議論の中で、効用費用Uc
がLMよりは小さく、帽の小さな慣性領域が存在する状況を考慮することの必要性が指摘されたO
それは、慣性頚城が両端に離れており、その額域内では動きがない内部的慣性頚城{anInternalIn-
ert血reawith no movementwithin the area)と呼ばれ、図2で示されている(Leibenstein (1969,
p.689)).
慣性頂域は図3のA3Xj及び、 XsXeの両方に存在することになる。このとき、例えば、芯Ⅹ。の
内部の努力水準からM-L (-Uc)の大きさ以上の効用の獲得できる活動機会が存在するならば、
それを実現するための行動が引き起こされる可能性を示唆していることがわかるO　すなわち、内部
的慣性領域の場合には少しの努力の変化ではコストの方が大きく効果が無いが、大きな変化が実現
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すればコスト以上の効用が獲得できるため、変革のメリットを享受できることになる。
これらの二つの慣性頚城の想定における相違は、効用費用あるいは慣性コストの大きさにあるo
努力効用関数の頂上まで到達することによって得られる追加的効用△Uを獲得するために、追加的
に投入しなければならない説得の努力や忍耐などの犠牲の大きさである効用費用Ucがどの程度大
きいか、その相対的大きさによって、組織改革などが取り入れられるかどうかが決まるということ
であるO改革を受け入れにくい組織体質の状況を組織の硬直性と言うならば、前例を遵守する傾向
が強いほど、組織が硬直的であり、組織を変革する効用費用は高いと推察され、その結果、現状維
持にとどまり環境条件の変化に対応できなくなり、組織は崩壊に至ることもあり得ることになる。
逆に、変革を受け入れるのに柔軟な組織ほど効用費用は低く改革は進み、組織の生き残りに成功す
ることになる。先述した社会保険庁や夕張市の場合も結果としては組織が硬直的であったため、環
境条件の諸変化に対応できなかった事例であると言いうる。
3.努力位置の選択と努力水準の選択
(1)努力位置の選択
次に、慣性領域の理論を組織全体の議論から、組織内に存在する複数の各下位組織及び、下位組
織間の相互関係に関連した慣性領域の議論へと拡張して適用することを試みる。官僚組織の持つ階
層性に注目し、例えば、上位官僚層、中位官僚層、下位官僚層の三層構造を持った組織であると想
定して分析する。各階層の官僚がどのような行動目標あるいは基準を持って行動しているかについ
ての詳細な検討は次節に譲ることとし、ここでは予め、各階層の官僚に対して希求される努力水準
が近接している場合と大きく離れている場合の二つの状況について考察するo
まず、三層構造の階層性を仮定することについて検討する。その分析のためには努力の概念につ
いて検討することが必要である。ライベンシュタインによれば、この努力は、四つの次元、すなわ
ち、活動(A)、速度(p)、質(Q)、活動の継続時間と時間的連鎖(T)、から構成される(Leiben-
stein (1976、 p.98)),この特定の組み合わせを努力点と言うO　さらに努力点の中でも互いに密接に
関連した複数の点の集合を努力位置と呼ぶo　この中で選択される努力は四つの要素を持つ4次元ベ
クトルと考えられているO努力点や努力位置が慣性頚城(努力点間や努力位置間での、移動に伴う
効用費用が、移動によって得られる効用よりも小さい頚城)内にあるとき、努力の移動は生じない。
さらに、ここで努力の増大がどの要因によって生じるかということが検討されねばならない。ライ
ペンシュタインの努力点の4要素を以下のように定義する(Leibenstein (1976, p.275)),
a= (ai, a2,　　　ak) eA　　　　(2)
a- (ai, a2, -　蝣J　=A(a,) …　(3)
p- (pi,p,　蝣サPk) ∈P ・…　-(4)
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p- (pi, P2, -…蝣) =R (恥　　　(5)
q=　Cqi, qa, …　……i Qk) ∈Q -…　(6)
q-　Cqi. Qs. …　・) -Qj(qu)　　(7)
t- (tl, fe,蝣-蝣, w　∈T　-　　　(8)
t- (tl, t2,　　　-Ti (も　　　　(9)
e- (a, p, q, t)　　　　　　　(10)
Aは実際に実行可能な活動ベクトルの集合で、 Pは実行可能な速度の集合で、 Qは実行可能な質
の集合で、 Tは実行可能な時間連鎖の集合であるO各活動aJに対して各pi、 qi、 tEが対応しているo
努力点はe (a、 p、 q、 t)で示される。この努力点の近傍の集合を努力位置という。組織の中で読
行錯誤を繰り返す中で、慣性領域の中の最終的に一番快適な努力点とその近傍の点の集合である努
力位置が選ばれる。その点で安定化する。
(2)努力の調整係数の選択
ライベンシュタインが簡単化のために提示した考察においては、努力庶e.に関する活動Aには
必ず一つ以上の活動を合まねばならない。すなわち、 A-A (an, as,　　　-A; (a,り)O　またeiの
時間tで活動allを遂行するペースは、 Inである。またeiの時間tで活動ai,を遂行する質の程度は、
QStであるO異なる努力の大きさは、簡単化のために加法的であるとされるoここでの考察に必要
と思われることは、活動a及び時間tを所与とすれば、努力点の中でペースと質のみが変化すると
みるO　そして、努力の大きさの水準(effort&ilness)は下記のように表記できるo式11では努力の
大きさを速度と質の和として提示しているO式12では平均的ペースに対する調整係数をα、平均
的質に対する調整係数をβとするO努力点eiの努力の大きさは次式となる(Leibenstein (1976,
p.116)),
E.=∑PSi　+　∑Q&
E.=α∑In　+　β∑Q呂い　ただしα≦1、 β≦　　　(12)
この式におけるαとβに努力点の努力の大きさが示され、調整係数に関する個人の意思決定に
応じて、努力投入量が決定されるQペースの増大は、 αの増大で表され、質の増大は、 βの増大で
表され物理的な極大値がα-1, β=1のときに達成されることになる。現実値は極大値以下であり、
もし仕事を怠業しているときにはα=0、 β=0となるo　ただし、すべての活動を同時に選択しない
ということはないと仮定している。ゆえに、ライベンシュタインのこれらの条件及びAとTを所
与として、個人の努力関数は、 α及びβに依存する故に次式に表記できることが推察される。
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図4　速度.質係数の選択音域
O
E-g(α, β) …　　　　　　　　… (13)
ここで効率性に関するパレート最適の諸概念を援用すれば、速度と質の同時増大が可能な場合は
パレート改善が可能であり、もはや同時には拡大できないときにパレートと最適となるO　この状況
においてはαとβが代替関係となる。このαとβの億が官僚個人の自由裁量によって決定される
と見るのがここでの視点であるo　このとき、慣性頚城の制約条件を次式で与えられたとき、慣性頚
城の存在がいかなるαとβを決定するであろうか検討する。
E。≦E≦El　…　　(14)
ここにおいて、 E.は慣性領域の下限の努力水準であり、 Elは上限であるO慣性頚城が制約条件
として機能する場合には、所与の努力水準を実現するαとβの値の選択肢は、それぞれゼロより
β
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図5　圧力への反応タイプ
x,　　X,
出所: Leibenstein (1976, pp.,126-127)ライベンシュタインの二つの図を一つの図にまとめ修正しているO
大きく、 1より小さくなるであろう。この関係を図4で示している。
図4の円Eoは下限の制約条件を満たす境界線であり、その内部が有効である。また、円Elは上
限を満たす境界線であり、この二つの円の間の部分が慣性領域の範囲に当たる。もし、個人の努力
選択において、所与の努力を実現するた捌こ、 αとβについて自由裁量が可能であれば、所望され
る努力水準がE4であるとすれば、 E.を維持するために簡単化のためにαとβが代替的で反比例す
ると仮定すると、曲線Elが等努力曲線として描かれることになるO　このとき、制約条件E。を満た
し、自由裁量を示す曲線E。上である均衡点は接点N.となる。この均衡条件を満たす経路はN.、 NZ、
N3、 N4、 N5となり、曲線MELが実現する0　円Elの内部は慣性領域を脱出した場合にのみ到達可
能である。もし、上限Elの内部が効用費用Ucに含まれてしまうときには円E.の内部はすべて慣
性領域になるO
(3)個人への圧力の強化への対応
個人への圧力の源泉は、三つ側面が指摘されている。すなわち、 ①伝統的影響要因(組織の穿開
気による圧力)、 ②垂直的影響関係(上司や部下による圧力)、 ③水平的影響関係(同僚や組合など
による影響関係)、である(Leibenstein (1976, p.124)).個人の努力水準が低いときにこれらの三
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つの源泉から圧力がかけられるであろう。そのときに個人がどのように対応するであろうか。ライ
ベンシュタインは二つの反応のタイプを想定している(Leibenstein (1976, pp.126-127)),第1
は、圧力がかかってきたならば、積極的に努力を増大することによって圧力を解消するという対応、
第2は、かけられた圧力によって「自分が自身の主人でいられない状態」 (notbeingone'sownmas-
ter)といういわゆる自己疎外の状況に陥る対応、である。これらは慣性領域の園で示せば図5の
ごとく示される。
第1の反応タイプはUEoからUElへの努カー効用関数のシフトが生じることになる。これに対
して第2の反応のタイプはUEoからUE2へのシフトであるO　これらの変化を努力の下限への圧力
の場合と考えると、圧力の増加前には努力水準はXoであったが、積極的対応の場合はⅩ.へ増大し、
消極的な対応の場合はⅩZへと増大することになるo
さらにαとβの選択可能性の中に、これらの圧力強化の政策が実施された場合の結果を検討し
ようo H本的経営によく見られる集団]として圧力の強化を受けた場合は、あまりに個人が突出する
ことは好まれずにほぼ同一の努力水準を強いられると考えられるので、 EU2がもたらされると推察
されるO　また、アメリカにおけるように個人プレーを重視する状況の中では、上司からの圧力の増
大に対して、個人が積極的に反応し、 EUlがもたらされると推察される。図4においては日本型の
場合は慣性頚城の下限がEoから点線のE3のように収縮することになるO　アメリカ型の場合にはEo
からE2への北東へのシフトが生じることになる。これらの考察において、もし慣性額城が全く存
在しない柔軟な個人の対応が生じる場合には、中央の頂点N3が効用最大化点として選択されるこ
とになるが、慣性頚城の制約の結果、内部的慣性頚城の場合にはNiN2、及びN4N5の線分の近傍
に最終的に落ち着くことになるO　かくして、 αとβの自由裁量化が効率の改善に寄与するためには、
同時に慣性領域の縮小、あるいは北東方向へのシフトを可能にする管理強化政策が実施されること
が不可欠であることが推察されるo
4.官僚行動の三つの目標モデル
ここでの検討の課題は、官僚行動の帰結がなぜパレート最適に到達するよりも低い水準で決定さ
れるかということであるO　このことをライベンシュタインがより詳細に、特に時間の次元について
だけではあるが分析している例があるのでここで確認する(Leibenstein (1969, p.604)),
図5における右下がりの直線が時間集約度予算制約線であり、一定の努力強度(constant e血)rt
intensi匂r)の下で、 2種類の活動、 Tと6に対する投入時間をtlとt2とすれば、時間制約線は次式
となる。ただし、 Q-産出量、 I写個人の時間無差別曲線、 MVO=極大産出軌跡、 MU=時間配分
の極大効用軌跡、 MCUQ-産出制約下の極大効用軌跡、であるO
Ti-ti+fc　　　(15)
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??????
T¥　　　　　　T,　　　　　　　　　T.
γの投入時間
出所: Leibenstein (1969, p.604),ライベンシュタインの封を修正している。
このとき、時間制約線と時間配分の等産出量曲線Qi (北東方向に行くほど産出量は高い)との
接点が産出価値極大化軌跡MVOとなる。また、時間制約線と時間配分の等効用曲線Il (原点に近
づくほど効用が高い)との接点が効用極大化軌跡MUとなるo高い生産性の達成のためにはMVO
が官僚によって選択されることが必要であり、おそらく上位階層の官僚の関心はこの水準の達成を
重視するであろう。しかし、下位階層の官僚の関心は許容される活動の選択肢の中で効用極大化を
重視すると推察され、 MUが選択されると思われる。典型的な上位官僚と下位官僚の時間配分を両
極端とする実行可能な時間制約線は回申の線分RSとなるQ　またある努力集約度における時間の長
さは、努力の集約度が2倍の場合には半分の時間の長さになる。すなわち、努力の集約度は時間の
長さと反比例する。
ライベンシュタインの分析はここまでであるが、この分析に、中位階層の官僚の選択を追加する
ことにする。すなわち、 RS上の任意の点はその点を通る等効用曲線Iとその点を通る等産出量曲
線Qの組み合わせを意味しており、効用極大化行動と産出極大化行動の安協が実現する。このと
JJ
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き、 R点からS点に時間集約度予算制的線上を移動すること、それは自己の効用極大化行動から組
織に与えられた産出量極大化行動に努力内容を近づけること、すなわち、 tlの時間を多くLt2の時
間を少なくすること、を実行することにより自己の効用水準が低下することが見られる。それ故、
それを喜んで実行するようにするためには不効用の増大を付加的な誘因を提供することによって相
殺する必要がある。また、当初の目標水準がS点で接する等産出曲線ではなく、 RS上を交わる等
産出量曲線として与えられている場合には、中位階層の官僚が目標産出水準の制約条件下で効用を
極大化する場合を考えると、時間選択の自由裁量が与えられているとすれば、そのときにはQ曲
線とI曲線の接点解が選択されることになる。この接点解の軌跡をMCUQとすれば、中位階層の
官僚にとっては時間制約よりも、産出量制約が与えられた場合により大きな効用を得ることが可能
となる。これは労働時間の長さ自体に関する裁量制の導入のメリットと見なすことができる。
かくして、下位官僚の総時間制約Tの下での効用極大化点R、中位官僚の産出量制約下での効用
極大化点J、上位官僚の産出極大化点S、等の三層の階層性を持つ官僚機構の時間配分の決定メカ
ニズムを確認できた。下位の官僚ほど自己の効用を重視し、上位の官僚ほどサービスの実績を重視
することが推察される。実はこの分析が、努力の4要素の内の時間以外の要素である、活動、速度、
質、等の考察にも基本的には適用可能であると考えられ、詳細において通用を検討する場合には官
僚機構によって捷供される公共サービスの内容をある程度具体的に想定した上で通用することが望
ましいと考えられる。
5.集団間の慣性頚城の相互作用
(1)重複的な慣性帯域
官僚組織内の異なる集拭間の慣性韻域間の位置関係の相違がもたらす影響について考察を進めるo
ここでは簡単化のために、上位階層と下位階層の官僚の慣性領域を考察するoまず、両者の慣性額
城が重複する場合について検討する。これについてライペンシュタインは結合慣性頚城,com-
binedinertarea)と呼んでいる(Blois (1974, p.603)),これは図7において示されるo
集団別の慣性領域はライベンシュタインの場合は曲線UWのXi Xaが労働者階層の慣性領域であ
り、曲線UMのX2X4が経営管理層の慣性領域であり、両方の重なるX2X3の部分が結合慣性領域
であり、経営管理層と労働者層の両集団の努力水準が比較的近くに位置し、その内部においては両
方の階層からのいかなる反応も生じない状況となる。このとき、ある代替的政策が実施されること
によって労働者層を慣性頚城においたまま、経営管理層を慣性領域から脱出させることが可能な場
合、あるいは労働者と経営管理者層の両者を同時に慣性領域から脱出させることができる可能性が
あるO　このとき、利害対立の生じる原因についての分析の枠組みは、基本的にはフォレット
(Follet,U.P.)の統合の原理に基づいているOすなわち、対立を処理する方法には三つあるo第1
は「抑圧」であり、当事者の一方が相手側を制圧し、相手側は犠牲になるo第2は「妥協」であり、
12
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図7　豊穣的な慣性額域
Xj X2　　　　　　　　　x3
出所: Blois (1974, p…683),但し、 MCUQは筆者が加筆している。
双方が譲歩し、犠牲を分け合う暫定的解決にすぎないo　第3の「統合」では、双方の要求がともに
犠牲となることなく、各々その所を得るという解決法である。この統合は、まず互いに協力して考
えるという姿勢が基盤であり、問題の解決には各要求の差異を明らかにし、再評価し、そして状況
に応じた適切な対応を発見するプロセスである(Follet (1949、邦訳pp.43-70)),以下の考察は
この統合を目指すことになる。
このライベンシュタインの考察を官僚機構に適用した場合には、経営管理者層が上位階層の官僚
に対応し、労働者層が下位階層の官僚に対応するO　このとき、両階層の官僚行動は基本的には個別
の慣性領域に陥っている状況であるが、努力水準も比較的近く、自己の官僚組織が置かれた環境条
件の認識もおそらく近いものと思われる。このような条件によって、両者が協力して行動を起こす
共通基盤として作用することにより合意を形成しやすくなると思われるこそうであれば、残る間渇
は新たな活動を起こしたときの効用費用を超える効用利得が得られるかどうかである。図3の検討
の時に、新たな行動が生じるかどうかは-一方で効用費用の大きさに対比して、他方で効用利得の大
きさを拡大できるかどうかで、その相対的大きさが決定因であることを指摘した。
ここでの観点は両者が協力して行動を起こすための前提となる環境認識に関する共通基盤が存在
すれば、効用費用を乗り超えて行動を起こすための説得活動がより一層容易になると推察できるこ
13
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図8　分離している慣性額域
Xe X7
出所: Blois (1974, p.684)
^8　XjoXg Xn x,.
努力
とである。それは互いに協力することによって単に個別の努力量の単純和としての成果が生まれる
というよりは、より大きな成果が生まれる可能性を秘めているといえる。それは、日本的労使関係
における労使協調の伝統が企業の直面する多くの困難を克服することができた歴史を想起すれば十
分であろう。労使の関係がゼロサムではなくプラスサムの関係であるかどうかは、官僚機構の運営
においても、よりよい意思疎通や情報交換、適材適所の人員配置の達成など、追加的な諸条件がプ
ラスに作用することにより可能となると思われる。そして、慣性費用を超える効用利得の獲得に
よって慣性額城の克服を実現しうる。上位層と下位層の自由な意見交換や制度変革への柔軟な対応
が可能となれば、重複的慣性領域は改革を取り入れやすい状況に変わりうると言える。まさに、
フォレットの主張する統合の実現に向かう。
(2)離散的な慣性頚城
これに対して離散的な慣性頚城の場合の適用可能性はどうであろうか。図8において、図5にお
けると同様に、曲線UMと曲線UWを上位と下位の階層の官僚の慣性鶴城と見なせば、上位官僚
はXioXn及びX13Xi;の慣性領域を持ち、下位官僚はXeX7及びAsXgの慣性領域を持つ可能性が示
されている。
その中でも、比較的低い努力水準が実現しているとすれば、下位官僚はXsX7の慣性頚城の中に
存在し、上位官僚はXi。Xnの慣性領域の中に存在する場合を検討する。このとき、両階層の努力
14
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水準が大きく承離しており、自己の官僚組織の置かれた環境条件の認識すらもおそらく異なり、そ
の結果、上位官僚は産出極大化目標の達成を重要視し、下位官僚層は効用載大化El標を達成するこ
とを重要視する。両者の目標の対立はその前提としての環境条件の認識自体の相違や産出目標自体
に対する評価の相違等、行動の背後にある価値観に関して互いに相容れない価値的対立を潜在させ
ていると推察される。このとき、対話…協力のための意見交換さえも十分には行われない可能性が
高いといえるD離散的な慣性額域は、たとえば官僚機構の管理的立場の官僚と現場的立場の官僚の
間の価値観の対立、すなわち、官僚機構の上位階層の官僚集団と下位階層の労働組合に加入してい
る官僚集団の対立がその典型である。これらの状況の事例としては社会保険庁の陥った事態を想起
しうる。すなわち、本省採用組、社会保険庁採用組、地方自治体採用組の三層に分断された組織構
造であり、更に複雑になっている。また、上位と下位の官僚間の対立の解決方法に関しては、フォ
レットの指摘した抑圧と妥協が問題解決の中心的な対処方式になっていることも明らかであるo
従って、慣性頚城を克服することは極めて困難であり、結果として両者の価値的対立を持続せしめ
ることに帰結したのである。
6.政治の慣性頚城
(1)民間企業の統治構造
公共部門、中でも官僚制における階層構造の問題を取り上げるとき、民間部門の大規模法人企業
の例を典型例とした多くの階層構造に関する研究の蓄積があることを無視してはならないOそこに
重要な分析視点の示唆があるからである。
まず、私企業における階層構造の典型的問題の視点としては、バーリ(Berle,AA)とミ-ンズ
(Means, G.C.)によるいわゆる所有と経営の分離である1930年におけるアメ1)カ企業200社の
非金融企業の分析によって、株式を完全に所有している経営者企業の方が、そうではない企業の種
営者よりも、企業の安全操業、所得分配の利得、株式資産の高額売却等に明らかに強い権益を持っ
ていることが明らかにされた　CBerleandMeans (1932)),さらに大規模法人企業の内部組織にお
ける階層構造については、ガルブレイス(GaIbraith,J.KJ　がテクノストラクチュアと呼ぶ支配的
階層が存在し企業を集団的に支配すると指摘している(Galbraith (1967、邦訳p.82))(そこにお
ける誘因において、 「強制」、 「金銭的報酬」、 「共鳴」、 「適合」により、企業目標を自己の目標とし
て受容すると見る。すなわち下位管理層の場合は強制や金銭的報酬を中心として、また、部長とい
うような上位管理層になるにつれて、共鳴と適合により、企業目標を積極的に受け入れると指摘し
ている(注201頁)。さらに、マンゼン(Monsen,RJJr.)とダウンズ(Downs,A.)はトノブ-ミ
ドルーロワーの三層構造の管理層の動機の相違を指摘している(MonsenandDowns (1965, p.99))。
これらの諸研究は、その後、プリンシパル-エイジェンシー(本人丁代理人)関係という、いわ
ゆるエイジェンシー理論に結びつくことになった。ライベンシュタインも、エイジェンシー理論と
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同じ視点を持ち、組織階層の異なる集団間における動機・誘因の異なることから組織的非効率の原
因を究明していたのであり、それが慣性領域の理論として結実した経緯がある　{Blois (1972、
p.311)).それ故、民間企業における謀蓮として検討されてきた株主-経営者一従業員間での誘因
が異なる問題における、解の一つがライペンシュタインの慣性嶺域理論になっている(Leibenstein
(1977, p.315))4)。青木昌彦は日本における経営者の役割を、株主の利益と従業員の利益の調整役
であったとし、日本的経営システムを経営コーポラティズムと名付けている(Aoki (1988、邦訳
p.272)),その他、縦のランクハイアラキー組織と横のネットワーク組織との対比という重要な貢
献をしているが、ここでは取り上げないo　また、企業組織の理念型としてはEl本型の経営コーポラ
ティズムに対して、アメリカ型の株主資本主義経営、旧ユーゴにおけるような労働者自主管理企業
が対比されることになる。
(2)官僚機構の統治構造
これらの考察を官僚制における組織行動に関して通用するさいに、どのような示唆が待られるで
あろうか。第一は、各モデルにおいて私企業を実体的に支配する集団をどのように設定するかとい
う所有の視点であると思われる。支配権を持つ集団には組織の運営様式に関する究極的な意思決定
権が付与されていると見なすことができるであろう。第二は、私企業の経済成果、例えば、貸金や
資本コストなどの要素費用を支払った後の残余利潤の分配の間尾であるO支配的集団には分配上の
意思決定権が付与され、分配方式が決まってくる。この2点は、官僚組織の運営における究板的な
支配権を考慮するときに重要となる。すなわち、支配集団がどのような意図を持って官僚機構に対
応するかである。
まず、官僚機構を支配する主体は予算の決定権を持つ国会に究極の支配権があると見てよいであ
ろう。議院内閣制の下では内閣も議会の支持無くしては何も実行できないO　しかしながら、 E]本に
おける長年の官僚政治は、国会の意思よりも、官僚機構の意思決定が優適することさえ許容してき
たといえるo利害調整型の政治運営においては、事前の官僚間の調整が優先されてきた経緯がある
(植村利男(1993、 p.90))。青木昌彦によれば、日本の戦後の内閣で、田中内閣では自民党主導の
政策優先型の政治を実行し、官僚制に中央集権的ランクヒエラルキーを築き上げ、事実上管理し、
権力バランスが大きく党に傾き、 EEl中ほどエリート官僚に大きな影響力を持った政治家はいないと
指摘する(Aoki (1988、邦訳p.302)),さらに、中曽根政権における第2臨調の答申の実施は土光
会長のカリスマ性と国民の中曽根内閣支持を背景に実現できたものであり、審議会政治と呼ばれた
ほどの政策優先の政泊を実現できたといえる。その後、小泉内閣は国民の絶大な支持を背景に、
様々な分野の規制壕和、及び郵政民営化を実現し、日本の公共部門への特に財投資金の供給メカニ
ズムを大きく変えようとした。さらに、閣議における多数決の採用を導入し内閣の立場を強化して
きたと思われる　CAoki (1988, pp.300-302))。
それ故、日本の権力構造は官僚機構の支配権が頚いときには官僚機構内の上位官僚層に存在した
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が、田中、中曽根、小泉の各内閣のときには国会、就中、自民党に権力が移行したといえる。しか
しながら、多くの場合には、国会は重要な案件に関しての意思決定をすることは極めて困難であっ
たと言わざるを得ない。このような、政治的決断ができない状況を国会も慣性頚城に陥っていたと
見ることができるO　この点に関しては、ゲンテイル(Gentile,R)とライベンシュタインの研究に
拠れば、企業のⅩ非効率の概念を国会活動に適用することが可能であると結論している(Gentile
and Leibenstein (1979)),すなわち、政治家個々人が惰性的活動領域、すなわち慣性領域を脱する
ことができず、その結果、国会活動自体が慣性頚城に包摂されているために新たな改革を実行に移
すことができない状態を国会におけるⅩ非効率の状況として把糎しているO　このことは国会が改
革に関連した意思決定をするためには多くの議員を説得するための費用がかかり、また官僚樺構の
支持を取り付けるため説得費用が必要であり.その結果として、それらの費用が改革によって得ら
れる効用よりも大きくなってしまうために改革が断念されたと推察されるo行政改革の断行を旗印
に掲げた政治家は極めて多く存在したと思われるが、それを断行できた政治家は極めて少なかった
といえるoそれ故、企業の意思決定の最終決定権が株主にあるように、官僚機構の行政の運営に関
する決定権は究極するところ国会にある故に、公共部門の非効率の責任の一端は、官僚韓横にのみ
にあるのではなく、国会を中心とした意思決定の慣性嶺域の内部に陥ったところに究極の原因を見
ることになる。このように、国会及び内閣が慣性錦城に陥ったとき、変動する環境条件に対応した
必要な意思決定がなされず、現状維持の事なかれ主義的無責任体制が出現するといえる。
7.結び
このような事態を打ち破るためには、国会、内閣、官僚根株等が大きな失敗をして社会の批判の
矢面に立ち、改革を遂行すべLという大きな圧力によって初めて改革が実現するというのがこれま
での歴史であったと思われるo　しかしながら、先例を遵守するという傾向が強いほど、そして硬直
的な制度が残っている限りいつでも慣性領域に陥る可能性があり、幅広く関係するすべての組織に
おいてその克服のために持続的努力がなされる必要がある。
次の検討課題は、このような慣性頚城に陥りがちな官僚機構それ自体を動かしている官僚の行動
仮説の検討により、変革の可能性を探るとともに、近年の多様な民営化手法の導入による政府機構
の変容、すなわちネットワーク化の問題について検討することであるが、それは別稿に譲ることに
なる(植村利男(2007、 pp.l-4))5>。
注
1)地方公共団体の財政健全化法の基準として、実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質交際費比率、将来
負担比率、公営企業における資金不足比率、等の5指標によって、健全化比率を提示し、自治体間の財
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政の相対的比較が行われている。稔務省自治財政局財務調査課、 「地方公共団体財政健全化法における
早期健全化基準等について」、平成19年12月7日0
2)ゥォルシュによれば、 NPMの第1の基準は次の5点であるoすなわち、効率の持続的な増大、 「これま
で以上に精微化された」技術の利用、生産性に引き締められる労働力、専門的経営管理の役割の明確な
実施、経営する権利を付与された経営者、であり、第2の基準は次の5点である。すなわち、質の持続
的な改善、権限の委譲と委任の重視、適切な情報システム、契約と市場の重視、成果の測定、監査と監
察の重要性の増大、等であるG　これらから広範な民営化手法の導入が推察されるO　また、拙稿において
も、広義の多様な民営化手法の役割について検討している(植村利男(2006)),
3)ライペンシュタインの慣性領域の理論に関して、プロイスが種々コメントして、効用費用Ucの小さい
場合には慣性領域が前後に二つに分離することを指摘し、さらに二つの慣性舗域の位置関係によってい
ろいろ場合の帰結があり得ることを指摘している(Leibenstein (1974))。
4)ライベンシュタインはEl本的軽骨システムについても言及し、それは、伝統と効率性がうまくミックス
しており、有機的Ⅹ効率的状況にあると指摘している(Leibenstein (1969)),
Goldsmith and Eggers (2004)は、官僚観横による公共サービス供給からネットワークによる供給へ政
府の組織が変容していることを分析している。植村利男(2007)の分析の視点も、官僚制とネットワー
ク観織の結合がどのように進展していくかという問題意識によって書かれているO
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